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災害の後
緊急時の活動費用の問題点

国立工科大学

土木学部

日本・ペルー地震防災センター
現地
： 3日間

緊急時：5日間 2千ドル
－経済省は緊急時でも儀礼的だった
－優先順位が高いことを示さなければならない
－保証のために優先順位の承認を提出する必要がある
－経済省による費用の保証によって活動費用が使用できる経済省による費用の保証によって活動費用が使用できる
－ＣＩＳＭＩＤの費用から使い、2千ドルを超えてはならない
－この費用でチームは2日間しか現地にいられない

ペルーにおける地震防災の障害は何か？
国家防災システム

－経済省、市役所、都市計画者は災害リスクに敏感でない 防災の要素 開発の国家・国際政策 防災の実施プロセス済 、 役 、都
－ハザードやリスク分析はしてあっても市役所で棚に眠っている
－国は地方政府にもっと働きかけるべきである

防災の要素 開発の国家・国際政策 防災の実施プロセス



計画とリスク管理のための技術的なツール ペルーにおける（防災の）主な将来の課題

部門のリスク低減計画：教育

部門のリスク低減計画:住宅建築 ・防災の文化を都市・地方を問わず構築する

リスク低減の国家計画

交通部門のリスク低減計画

・政策・投資の実施・評価のため官民で防災への合意形成に努める

・市民や遺跡を守る計画や事業のためリスク情報システムを構築する

水関係のリスク低減計画 ・国家防災システム(SINAGERD)を地方分権の視点で強化する

防災の総合的なアプローチとは何か？
地震防災国際協力のため日本とＵＮＥＳＣＯがすべきことは？

・総合的な防災には市民がリスクを知るよう、住民の参加が不可欠

・各政府機関が防災計画を作る。部門毎の計画は市民、専門家参画と監視が有効

・持続可能な開発には、決断の出来る機関と担当者の能力改善が必要
リスクにさらされている
歴史的建築 － その
遺産を守る予算がない



歴史的建築 ー クスコ大聖堂
危険な学校

1977年のペルー基準で1977年のペルー基準で
設計された学校

1997年にペルー基準を改訂したが多くの学校が危険な状態

ペルーの耐震工学研究の進捗とＳＡＴＲＥＰＳプロジェクト

地球規模課題対応国際科学技術協力

耐震 学研究 進捗 ジ ク

千葉大学とペルー国立工科大学のプロジェクト

ペルーにおける地震・津波減災技術の向上に関するプロジェクト



研究課題とグループ

Ｇ１地震動予測と

Ｇ２津波予測と被害軽減

Ｇ１地震動予測と
地盤ゾーニング

新しい設備の適用によるＳＡＴＲＥＰＳの成果

Ｇ３建物耐
震性の向上

Ｇ４ 空間基盤データ
構築と被害予測

Ｇ５ 地域減災計画

ペルーとチリ南部のすべり率とペルー中部のシナリオ地震 ＳＡＴＲＥＰＳプロジェクトによる地震観測



微動アレイ計測によるせん断波速度の推定

記録された全ての観測データは
ＣＩＳＭＩＤ地震ネットで利用可能

ウェブサイト

靭（じん）性の低い壁の実験

グループ３（建築）の成果



靭性の低い壁： 主な違い
靭性の低い壁の試験

２ 補強筋
電気溶接鉄網
（ＲＣなら鉄筋）

１ 厚さ
１００ｍｍ
（ＲＣ壁の
最低１５０ｍｍ）

靭性の低い壁の試験
繰り返し荷重 試験壁０２



Ｇ４（地理空間情報）グループの成果

ＩＴＫセンサー観測網

建物 分析ツールの適用

ペルー南部タクナ市

被害評価

ペル 南部タクナ市

分析ツールの適用
ペル 南部タクナ市

土質

水道

ペルー南部タクナ市



まとめ

現地調査実施

ペルーの防災計画の紹介

責任者の無関心が大問題
関係者の能力改善が必要


